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ごあいさつ                            

 十九世紀以降これまで人類は、科学技術の発達や地球資源の消費により大変豊かな生活を

享受してまいりました。しかしながら、それと引き換えに地球温暖化、オゾン層の破壊、そ

れらの影響による異常気象、すなわち猛暑、洪水、大規模な火災の発生など、かけがえのな

い地球の環境に大変な負荷をかけてきたことも事実であります。二十一世紀の課題は、地球

環境を保全しつつ持続的な発展が可能な社会を実現することであり、我々は環境負荷低減に

向けて何ができるか真剣に取り組まねばならない時であります。 
 
長谷工コーポレーションは、都市と人間の最適な環境を創造することを社会使命としてき

ました。そして「住まい」という人間生活に最も必要な分野で、企業活動を行なってまいり

ました。お客さまに“快適”で“安全”なお住まいをお届けし、“信頼”して頂ける企業活動

を行なうことこそ、私どもの最大の使命と考えています。さらには地球環境にも配慮した建

築物の設計や施工を通じて、環境技術の向上にも取り組んでまいります。特に、2001 年に「環

境マネジメントシステム（ＥＭＳ）」を確立して以来、環境に配慮し、資源を有効に活用する

活動に注力してまいりました。具体的には、「建設廃棄物の削減とリサイクル及び周辺環境に

配慮した施工」、「環境に配慮した設計の提案」、｢用紙の使用削減・リサイクル、廃棄物分別

及び省エネルギーを配慮したオフィス業務｣を目標に掲げ、私どもの事業活動のすべての分野

において環境活動を推進しております。 
 
私どもは、本年度から再建完了への最終段階と位置付けた「新中期経営計画」をスタート

させました。その中で、企業の持続的発展のための源泉である本業収益の確保と同時に、企

業の社会的存在意義を高めるための顧客第一主義、コンプライアンス経営、企業の社会的責

任を正面から見据えることといたしました。これにより、収益力のある強い会社、環境の変

化に耐えうる柔軟性のある会社、社会と環境に優しさのある会社を目指してまいります。そ

してすべてのステークホルダーに配慮しながら、地域・社会の持続的発展・地球環境の保全

に貢献してまいります。 
 
 本報告書の発行により環境への取り組みをますます企業風土に定着させ、また地道な努力

の積み重ねが重要であることを社員一人一人に再認識させるきっかけとする所存です。 
 本報告書をご一読賜り、弊社の環境活動にご理解をいただきますとともに、本報告書に対

するご意見をいただければ幸いです。今後とも皆様のご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

 

 

2005 年 10 月 

代表取締役社長 
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・対象組織：㈱長谷工コーポレーションの環境活動を中心に掲載しました。 

・対象期間：2004年度（2004年 4月 1日～2005年 3月 31日）の環境活動を掲載しました｡ 

・対象分野：㈱長谷工コーポレーションの環境活動について掲載しました｡ 

・作成指針：環境省の環境報告書ガイドライン（2003年度版）を参考に作成しております。ガイドラ

インの内容全てを網羅することはできておりませんが、当社の現状での環境への取り組

みを中心に記載しております。 

・作成部署：品質・環境対策室      

※本環境報告書は、ホームページのみの掲載で、冊子は作成しておりません。 

会 社 概 要                                                         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

社         名：株式会社 長谷工コーポレーション       

創 業：昭和１２年２月１１日 

設 立：昭和２１年８月２２日 

資 本 金：５００億円（平成17年8月2日現在） 

売 上 高：４０４７億９７００万円 

従 業 員 数：１８２３人（平成17年3月末現在） 

主要営業種目 ：建設事業､不動産事業､エンジニアリング事業 

3,652.42
3,719.36

4,047.97

3,000.00

3,500.00

4,000.00

4,500.00

2002年度 2003年度 2004年度

億円

 
売上高の推移 

２ 



経営の基本方針                                                        

  当社の経営の基本方針は次の通りです｡ 

 

「お客様本位の事業活動を通じて社会に貢献し、信頼を得る」 

 

環 境 方 針                                                           

 

株式会社 長谷工コーポレーション 

環境方針 

長谷工コーポレーションは都市と人間の最適な環境を創造することを  
社会使命としてきました。そして、真に豊かな環境創造とは、地球環境  
を保全し持続的発展が可能な社会を実現した上でこそ成し遂げられると  
考えています。  

この認識に基づき、以下を環境方針として掲げ、よりよい地球環境の  
保全ならびに改善を目指して活動します。  

 
１．環境保全活動を推進していくための環境マネジメントシステム  

を確立、運用、継続的な改善及び汚染の予防を図ります。  
 

２．環境に関する法規、協定などを順守するとともに、必要に応じ  
自主基準を策定し実行します。  

 
３．事業活動の環境影響を評価し、技術的・経済的に可能な範囲で  

環境目的及び目標を設定、また、環境目的及び目標は定期的にレ  
ビューを行います。  

 
４．環境保全活動を推進するために、以下の項目に注力し取り組み  

ます。  
①建設廃棄物の削減とリサイクル及び周辺環境に配慮した施工  
②環境に配慮した設計の提案  
③用紙の使用削減・リサイクル、廃棄物分別及び省エネルギー  

を配慮したオフィス業務  
 

５．当社全役職員及び当社で従事する全ての人々に対して環境方針の  
周知を図ると共に、協力会社に本方針の周知と協力を要請します。  

 
６．環境方針の開示を社外から要求された場合は公開します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 



マテリアルフロー                                                

２００４年度の当社の事業活動に関わる資源・エネルギーの投入量と、ＣＯ2・廃棄物などの排出

量を定量的にまとめたものを以下に示します。 
 
  

施工活動投入資源 施工活動投入エネルギー オフィス活動投入資源・エネルギー

【主要建設資材】 

鉄筋        218千ｔ 

鉄骨         17千ｔ 

【グリーン調達資材】 

電炉鋼材（鉄筋）    218千ｔ

高炉ｾﾒﾝﾄ生ｺﾝ    339千㎥

ﾀﾞﾝ襖           90千枚

再利用ﾀｲﾙ      673千㎡

再生石膏ﾎﾞｰﾄﾞ   5,770千㎡

【施工活動ｴﾈﾙｷﾞｰ】 

電力    18,045千Kwh

軽油      14,014千L

灯油         335千L

水          532千㎥

【ｵﾌｨｽ活動】 

電力     8,850千Kwh

ｺﾋﾟｰ用紙  20,130千枚

水        35.8千㎥生ｺﾝｸﾘｰﾄ 1,638千㎥ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                             
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

                            

                            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 
                 

投 入 

排 出 

【施工活動】 

CO2排出量      44.3千ｔ-CO2

ｱｽﾍﾞｽﾄ処理量         57.1ｔ

ﾌﾛﾝ回収量             2.3ｔ

建設廃棄物       380.4 千ｔ

【オフィス活動】 

CO2排出量       3.4千ｔ-CO2

一般廃棄物            178.3t 

排水              32.3 千㎥ 

再生利用量（汚泥除く）

271.5 千ｔ 

最終処分量 
108.9 千ｔ 

事業活動 

企画・設計 施工（解体含む） 

研究・技術開発 運用・維持 

４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



環境マネジメントシステム                                               
 
環境マネジメントシステム管理体制                                                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代表取締役会長 
代表取締役社長 

EMS 経営責任者(東･阪) 
環境推進委員会(東･阪) 環境管理責任者(東･阪) 

設計 
ＷＧ 

施工 
ＷＧ 

ｵﾌｨｽ 
ＷＧ 

建設部門 設計部門 

総務部 
(東･阪)

作 

業 

所 

各
設 
計 
P
J 

ｵﾌ
ｨｽ
内
各
部
署 

施工 
統括部 
(東･阪) 

設計室 
(東･阪)

オフィス部門 教育 

人事部 
(東･阪) 

品質･環
境対策室
(東･阪) 

建設部門 
支援部署 
(東･阪) 

教
育
関
連
部
署 

ｼｽﾃﾑ管理 

環 境マネジメントシステムの状況                                                 
■ＩＳＯ１４００１認証取得の経緯 

１９９７年「ＩＳＯ９００１」の認証取得直後に、「環境対策推進部会」を発足させて「建築現

場の廃棄物削減」活動がスタートしました。２０００年８月に関西地区先行でＩＳＯ１４００１認

証取得方針が決定し、２００１年７月に関西地区、１０月に東京地区でＩＳＯ１４００１環境マネ

ジメントシステムの認証を取得しました。また、２００４年には第１回目の更新を完了しました。  
■取り組み 

環境保全活動を進めるにあたり、環境方針を策定、各部門は環境方針を受け環境目的・目標を定

め推進しています｡  
■継続的な改善 

環境マネジメントシステムが規格要求事項を含め当社の取り決めに適合しているか、又適切に実

施され維持されているかを内部監査及び外部審査によりチェックし、その結果を踏まえ、見直しを

行い継続的な改善を図っています｡ 
２００４年度の更新審査受審日は以下の通りです｡                       

 

 登録日 
更新日 更新審査受審日 

関西地区 2001.7.1 
2004.7.1 2004.4.20～21 

東京地区 2001.10.1 
2004.10.1 2004.7.27～28 

 
５ 



２００４年度環境目的・目標／結果及び２００５年度計画                   

 2004年度の環境目的・目標と結果及び2005年度の計画は以下の通りです｡ 

＜東京地区＞         

部門 環境目的 環境目標 目標値 結果 評価 ２００５年度計画 

設計 
部門 

環境配慮設計の 

提案 
環境配慮ﾁｪｯｸｼー ﾄの活用 

採用件数÷提案

件数≧90％ 
98％ ○ 

環境配慮チェックシートの活用 

採用件数÷提案件数≧92％ 

建設廃棄物の削減 
混合廃棄物 

21kg/㎡以下 
18.7kg/㎡ ○ 

建設廃棄物の削減 

混合廃棄物21kg/㎡以下 建設廃棄物の 

削減 
混合廃棄物のリサイクル化 

ﾘｻｲｸﾙ率 

30％ 
53.64％ ○ 

混合廃棄物のリサイクル化 

ﾘｻｲｸﾙ率35％ 

施工 
部門 

騒音発生の 

抑制 
低騒音型重機の採用推進 90％以上 99.15％ ○ 

低騒音型重機の採用推進 

採用率92％以上 

省エネルギーの 

推進 
電力使用量の削減 

2002年比 

2％削減 
12.7％ ○ 

電力使用量の削減 

2002年比3％削減 

コピー用紙使用量の削減 
2001～2003年 

平均値1％削減
1.7％ ○ 

コピー用紙使用量の削減 

2002～2004年平均値1％削減 紙資源 

有効利用 
リサイクルボックス活用推進 

紙類廃棄物に占

める使用率40％
47.6％ ○ 

リサイクルボックス活用推進 

紙廃棄物に占める使用率45％ 

資源リサイクル

推進 
リサイクル体制の推進 

文房具グリーン

購入率42％ 
59.3％ ○ 

リサイクル体制の推進 

文房具グリーン購入率55％ 

ｵﾌｨｽ 
部門 

環境汚染防止 ゴミ総廃棄量の削減 
2003年比 

総廃棄量1％削減
9.2％増 × 

ゴミ総廃棄量の削減 

2004年比総廃棄量1％削減 

評価凡例  ○：目標達成 △：今一息で目標達成 ×：目標未達成 

＜関西地区＞ 
部門 環境目的 環境目標 目標値 結果 評価 ２００５年度計画 

設計 
部門 

環境配慮設計の 
提案 

①地球環境②地域環境③室内

環境の改善設計提案目標74点

74点 

(設計終了時) 
76点 ○ 

①地球環境②地域環境③室内

環境の改善設計提案目標75点

建設廃棄物の 

抑制 
建設廃棄物の削減 

発生原単位 
40.0％以上 43.8%減 ○ 建設廃棄物の削減 

(44％以上） 

建設廃棄物の 

リサイクル促進 
建設廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率の向上 

（直接リサイクル） 
ﾘｻｲｸﾙ率 

32.5％以上 
35.8％ ○ 建設廃棄物のﾘｻｲｸﾙ率の向上 

(ﾘｻｲｸﾙ率 35.6％以上） 

木質系材料使用

の抑制 

･ＰＣ等工業化工法の採用 

･セルフィットの積極推進 

在来型枠材削減率

10.0％以上 
12.6％ ○ 

･PC等工業化工法の採用 
･セルフィットの積極推進 
(在来型枠材削減率15.0％以上) 

施工 
部門 

３大クレームの

発生抑制 

(粉塵･騒音･振動) 

･３大クレームの比率 

･特定建設作業の低騒音型

機械採用 

比率35.0％以下

採用100％ 
30.4％ 

100％ 
○ ３大クレームの比率  

(32.5％以下) 

電力使用量の削減 
2003年度比 

１％削減 
102％ × 

電力使用量の削減 

(2003年度比１％削減) 

省エネルギーの 
推進 
･電力使用量 3 年間
で3％削減 
･ﾘｰｽ車の低公害車
への入替 3 年間で
10台 

ﾘｰｽ車の低公害車入替推進 
入替推進 

(6台) 

67％ 

（入替４台）
× 

ﾘｰｽ車の低公害車入替推進  

(入替推進2台) 

普通ゴミの分別 分別率95％ 98％ ○ 
普通ゴミの分別 

(分別率98％) 
廃棄物の 
リサイクル促進 
･ﾘｻｲｸﾙ分別率 3 年
後98％ 空缶･空瓶･ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのﾘｻｲｸﾙ

ﾘｻｲｸﾙ分別率

98％ 
99％ ○ 

空缶･空瓶･ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのﾘｻｲｸﾙ 

(ﾘｻｲｸﾙ分別率99％） 

コピー用紙使用量の削減 
2003年度比 

2％削減 
115％ × 

コピー用紙使用量の削減 

(2003年度使用量維持） 

紙類のリサイクル 
ﾘｻｲｸﾙ分別率 

95％ 
98％ ○ 

紙類のリサイクル  

(ﾘｻｲｸﾙ分別率98％） 

ｵﾌｨｽ
部門 

資源有効利用 
･ｺﾋﾟｰ用紙使用量 
3年間で5％削減 
･紙類のﾘｻｲｸﾙ分別 
率3年後95％ 
･ｴｺ商品購入率3年
後43％ エコ商品の使用促進 購入率41％ 53％ ○ 

エコ商品の使用促進 

(購入率53％) 

目標未達成項目の、ゴミ総廃棄量の削減(東京地区)、電力使用量の削減・コピー用紙使用量の削減(関
西地区)に関しましては、業務量の増加が主原因と推測されます。 

６ 



設計の取り組み                           

 設計部門では、環境保全活動として「環境配慮設計の提案」に取り組んでいます。 
 

オール電化マンションの推進        
 

2002 年 6 月より環境保全、配慮という点から「エコキュート」を採用したオール電化マン

ションを推進しており、2005 年度までの採用累計は 10,652 戸となる予定です。「エコキュー

ト」は自然冷媒CO2を採用することによりオゾン層破壊係数はゼロ。地球温暖化係数もフロン

系冷媒の約 1/1700 を実現。家庭での燃焼による二酸化炭素CO2の排出もありません。環境配

慮や省エネに貢献しています。 
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ディスポーザーシステムの採用       
 

「エコポーザー530」を開発し積極的に採用しております。 
特に大規模案件での採用率が高く深沢ハウス、ガーデンアソシエ等当社 
が設計・施工する戸数の約 70％にディスポーザーシステムを採用してい 
ます。（2004 年度実績）初代エコポーザーを導入後、投入口の拡大化、 
粉砕時間を大幅短縮による節水効果、ユニバーサルデザイン、音声案内 
による安全性の向上、加齢者や緑内障のための LED 照明等数々の改良を 
行い現在では 3 代目の「エコポーザー530 快速くん」を導入しております。ディスポーザーシ

ステムはごみの量削減や排水汚濁負荷の低減等環境に配慮したシステムです。 
 
 
 
 
 
 

                       
 
今後 10 年間約 10,000 戸の供給を 

継続することにより 10 年後には 

累計で 71,500 台のバッカー車を削減。
 

2004年度　ディスポーザ採用戸数

4,879戸 11,094戸

採用戸数 不採用戸数
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豊かな住環境創りの事例（深沢ハウス）    
 
  

 
 
 

 
 

 

集合住宅は都市環境や都市景観に重要な役割を

持っています。地域社会から孤立しない街の一員と

して地域環境・地域社会からの視点にたった計画が

望まれます。深沢ハウスは「深沢」の地名に残され

ている潜在的な地域の風景を取り戻すことをラン

ドスケープのコンセプトとしています。起伏に富ん

だ計画地の地形や既存の緑を活かしながら、台地に

浸透した水が湧水となり滝を経て池へと至る「水の

起承転結」をデザインの骨格とし、「深沢」の風景

を次代へと継承しようと試みています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋上緑化の事例              
                      

集合住宅の屋上空間は都市の温暖化防止を目的

とした屋上緑化だけではなく、特に駐車場棟の上部

は見下ろしの空間であり、アクセスの容易さから入

居者のコミュニティやアクテビティを支援する積

極的な空間として計画されるケースがあります。緑

豊かな環境を創りながら、人々が安らぎの場で触れ

合えることの出来る「住環境創り」が集合住宅では

大切であると考えています。 
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グリーンラグーナ甲子園での取り組み   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 顧客に対しても環境をはじめとした基本性能の考え方を説明し理解向上に努めています。 

  様々な角度から、住まい手にとってマンションはいかにあるべきかを、原点に立ち戻って今一度検

討しました。そして、マンションにとって最も大切なものは、「しっかりとした枠」と「ぴったりの

中身」だとの考えに至りました。そして、「住宅としての基本性能」と「自分らしさ」の両面を実現

することを基本コンセプトに開発を進め,第一号物件としてグリーンラグーナ甲子園で採用され本年

竣工の運びとなりました。又、第二号物件として、ラビスタ宝塚レフィナスが本年着工しました。

近年のマンションの商品企画では、「価値観の多様化」「永住志向の高まり」などによって、住宅の

本質的な価値とともに「自分らしさ」も求められる状況にあります。このような状況に対応するため

に住宅としての基本性能をより重視しながら、顧客の選択自由度を飛躍的に高めた新しいマンション

の計画・供給手法「Sel-Fit」を 2003 年に開発・商品化いたしました。 

 
 
 
 
■遮音設計                  ■遮音設計 
 
 
 
 
 
 
 
■省エネ仕様                 ■省エネ仕様 
 
 
 
 
 
 
 

■健康仕様 
 
 
 
 
 
 
 

基本性能の充実－高い居住性、防音・遮音性能、省エネ・健康という3点を充実させました。
 

環境配慮の事例を紹介いたします。 

 

  

  

 

 
対応規格 建築材料告示

性能区分 JIS JAS 

ホルムアルデヒド 

発散速度(μg/m2・h) 

F☆☆☆☆ 新規格 新規格 5 以下 

F☆☆☆ E0 FC0 5～20 以下 

F☆☆ E1 FC1 20～120 以下 

－ E2 FC2 120 
 

９ 

複層ガラスイメージ図 

ビニールクロス

プラスターボード 

コンクリート 
約220ｍｍ 

 
封着剤 

スペーサー 
中間層 

板ガラス 

Sel-Fit では、壁・天井クロス、フローリン

グ、システムキッチンや洗面化粧台の面材

等にはホルムアルデヒド放散等級が最高ラ

ンク、F☆☆☆☆（エフ・フォースター）のも

のを使用しています。 

２枚のガラスの間に空気を封入することで、

断熱性・結露防止を高めたペアガラスを全

サッシに採用しています。 

現場発泡硬質ウレタンフォーム 20mm 吹付

（一部外壁）、硬質ウレタンフォーム 50mm（最

上階外断熱工法）、押出法ポリスチレンフォー

ム 40mm（床スラブ）で、高い断熱性を保って

います。 

寝室に接する水周り･配水管にも､遮音対策を施してい

ます。 

外部の騒音を抑え、家内からの音もれを防ぐために、高

性能遮音サッシュを全面採用。また、玄関ドアにもグラス

ウールを充填した 30 等級タイプを採用しています。 

外部からの騒音の遮断、隣接する住戸間の音の回り込みを軽

減するために、換気スリーブも消音タイプを採用しています。 

木軸 

戸境壁構造図 

住戸上下間の遮音を考慮し、充分な厚

さのスラブを採用。スラブ厚は 220mm

以上とし最大 270mm にもなります。 

隣戸間の遮音性を考えるために、戸境壁に

220mm 厚コンクリートを使用しています。 



■ガスコージェネレーションシステム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■屋上緑化・壁面緑化 
 ヒートアイランド現象の緩和等に効 

果を有する屋上緑化・壁面緑化を採用 
 しています。 

    
 
 
 
 
 
 
                       

■ 全景

CO２（二酸化炭素）や NOx（窒素酸化物）も石油燃料などより少ないクリーンエネルギーシステ

ムを採用しています。  

さらに、環境にやさしく、大気汚染や酸性雨の原因となる SOx（硫黄酸化物）の排出がゼロ。 

総合効率85％という高効率を達成。従来型に比べ、エネルギー消費量で約16％を節約。 
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施工の取り組み                            

 施工部門では、環境保全活動として、建設廃棄物の削減及び騒音発生の抑制等に取り組んでいます｡ 
 
建設廃棄物の処理状況              

2004年度の建設廃棄物の排出量は、新築工事から137.0千ｔ（36％）、解体工事から243.4千ｔ（64％）

で合計380.4千ｔでした。2003年度と比較して317.2千ｔ（502％）の増加です。原因は、解体工事が大幅

に増加（2004年度より集計）した為です。今後も、『入れない・出さない・捨てない』の当社廃棄物削減方

針の基に、発生抑制や分別・リサイクル活動を行い排出量削減を推進していきます。 

 
建設廃棄物の内訳（2004年度）

汚泥

25%

コンクリート・アスコ

ン塊

60%

廃プラ

1%

木くず

2%

石膏ボード

1%

混合廃棄物

5%

その他

2%

金属くず

4%
建設副産物

排出量380.4千ｔ

 

 

 

 

 

 

建設廃棄物排出量の推移
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※ 2002年度は、汚泥、2002・2003年度は、解体工事除く 
 

 
 
建設廃棄物のリサイクル状況         

2004年度の建設廃棄物のリサイクル量（汚泥除く）は、新築工事から31.9千ｔ（77％）、解体工事から239.6

千ｔ（98％）で合計271.5 千ｔ（95％）でした。2003 年度と比較して、新築工事ではリサイクル率はほぼ同

率でした。解体工事では2.3ｔの冷媒フロンの回収・破壊処理、57.1ｔのアスベストを適正に処理・処分しま

した。今後も、分別・リサイクル活動を更に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

品目別処理の内訳（2004年度）
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グリーン調達の取り組み             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 品目 数量 
電炉鋼材(鉄筋) 218 千ｔ 
高炉セメント生コン 339 千㎥ 
ダン襖 90 千枚 
再生利用タイル 673 千㎡ 
再生石膏ボード 5,770 千㎡ 

2004年度のグリーン調達の取り組みは、グリー

ン調達資材5品目について調査し、数量を把握し

ました。今後、対象品目については、グリーン調

達の実績、社会情勢等を考慮して随時見直し・追

加していきます。 

リサイクル量 最終処分量 リサイクル率

グリーン調達資材の推移
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279 334
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※2002年度は、再生利用タイル・再生石膏ボード除く
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ＣＯ２（二酸化炭素）排出量       

 2004年度よりＣＯ２排出量を算出しています。2004年度はサンプリング作業所として62作業所で調査 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

を行い、工事施工高当り排出量原単位を求め、これ

に当該年度の工事施工高を乗じて総量を算出しまし

た。2004年度の、ＣＯ２排出量は44,344t-ＣＯ２で

した。施工段階でのＣＯ２排出の主な要因は、作業

所で使用される重機や輸送車両の燃料である軽油、

及び電力です。削減活動として、省エネ運転講習会

の実施、アイドリングストップ運転及び建設機械・

車両の適正整備の励行等を進めていきます。 

エネルギー 排出量（ｔ-ＣＯ２） 原単位（ｔ-ＣＯ2/億円） 

電力 6,442 
軽油  36,997 
灯油        840 

講習会の実施              

■作業所での廃棄物分別講習会の実施      ■省エネ運転講習会の実施 
 
 
 
 
 
 
  
産業廃棄物中間処理施設見学会の実施   
 
 
 
 
 
 
 
 
作業所での取り組み事例         
■藤和 相模原新築工事作業所での取り組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 各作業所では定期的に作業員へ廃棄物分別講習

会を実施しています。 
協力会社のドライバー他が参加して省エネ運

転講習会を実施しました。 

  

2004年 4月～7月に計8回、231名（延べ389名）の協力会社の作業員の方が参加して、産業廃棄物中間

処理施設の見学会を実施しました。 

本計画は既存建物を解体し、「SRC造地上18階地下1階239戸」のマンションを建設するにあたり、

単に解体・廃棄してしまうのではなく、建築工事を進めていく中で既存建物の一部や解体工事のガラを

いかに有効活用し廃棄物発生抑制を計り、工期短縮、コスト削減が出来ないかを考え、「既存建物の地

下壁を残して山留め壁として活用」、「解体で出たコンクリートガラの再利用」を役所との折衝、設計部

門の協力で実現しました。また杭天端まで施工地盤を下げることにより杭頭処理を無くし、騒音対策と

しても大きな成果が出ました。今後もこのように廃棄物の発生抑制、リサイクルの促進、さらに有効活

用できるような環境に配慮した提案を推進していきます。 

 

１２ 

ＬＰＧ         62 
都市Ｇ          3 
合計      44,344 

13.8 

 



オフィスの取り組み                       
オフィス（東京芝本社ビル・大阪平野町ビル）では、環境保全活動として、省エネルギ

ーの推進、紙資源の有効利用、資源リサイクル推進、環境汚染防止に取り組んでいます｡ 
 
省エネルギーの推進（電力使用量の削減） 

 電力使用量の推移

962.2

868.8
885.0

800
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1000

2002 2003 2004 （年度）

（万ｋｗｈ） 
 
 
 
                   

 
 

2004 年度の電力使用量は 885.0 万 kwh でした｡

これは 2003 年度と比較して、16.2 万 kwh（1.86％）

の増加です。主な原因は業務量増大及び猛暑の影

響と推測されますが、削減活動として、昼休み時

の消灯、不在セクションの消灯･ＰＣ電源オフ、夏

期ノーネクタイ･うちわ利用、補助空調の省エネ運

転、空調運転監視強化を推進していきます。 

紙資源有効利用（ｺﾋﾟｰ用紙使用量の削減） 
 
 
 
 
 
 
 

2004 年度のコピー用紙使用量は 2,013 万枚でし

た。これは 2003 年度と比較して 5.8 万枚（0.3％）

の削減です｡今後も削減活動として、両面コピー、

裏面の使用、会議資料の減量化（配布資料の 1 枚

化、電子配信及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ利用）等を推進してい

きます。 

コピー用紙使用量の推移
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資源リサイクル推進（文房具グリーン購入）   

文房具グリーン購入の推移

41.8 45.4
56.0
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2004 年度の文房具グリーン購入率は 56％でし

た｡これは 2003 年度と比較して 10.6 ポイントの向

上です。今後も、文房具のグリーン購入を推進し

ていきます。 

 
 
環境汚染防止（ゴミ総廃棄量の削減）     
 ゴミ総廃棄量の推移

131 153 166

0

100

200

2002 2003 2004 （年度）

（ｔ）

 
 
 
 
 

2004 年度のゴミ総廃棄量は、166ｔでした。こ

れは 2003 年度と比較して 13ｔ（8.5％）の増加で

す。主な原因は業務量の増加と推測されますが、

削減活動として、コピー用紙使用量の削減及びリ

サイクルＢＯＸ活用を更に推進していきます。 

 

ＣＯ２排出量               

2004 年度のオフィスにおける電力及び社有車

の使用によるＣＯ2 排出量は 3,439ｔ-ＣＯ2 でし

た｡これは 2003 年度と比較して 52ｔ-ＣＯ2（1.5％）

の増加です。主な原因は電力使用量の増加ですが、

ＣＯ2 排出量削減の為に、更なる省エネルギー推

進活動を実施していきます。 

ＣＯ２排出量の推移

3,712 3,387 3,439

0
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3,000

4,000
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研究・技術開発の取り組み                        

研究・技術開発部門では、健康で快適な住宅・住環境、地域環境の創造を目指す中で、地球温暖化

防止、資源の循環、廃棄物の削減等々、環境問題に取り組んでいます｡  

 
環境負荷低減・省エネルギー関連技術     
■次世代省エネマンション（環境負荷低減に対応する技術）） 
 集合住宅の省エネルギ－性を向上し、環境負荷の低減を図る事

を目的に、独自の断熱仕様・工法（エコニス）を開発。（2003年度） 

本工法は次世代省エネルギ－基準に適合した性能を有し、住宅

性能表示制度の温熱環境に関して、「型式性能認定」を（財）建築

環境・省エネルギ－機構から集合住宅として初の取得をしたもの

です。又これに関連して、構造熱橋部における独自の断熱工法に

ついて、国土交通大臣の「特別評価方法認定」を取得、最高等級

（等級４）の省エネルギー性能をローコストで実現しました。 

 次世代省エネマンションの普及・推進に当たり、適用地域を首都圏、近畿圏、中部圏に限定し、更にそ

れぞれを二つの地域（Ａ地域、Ｂ地域）に区分することで、経済性を図っています。2004 年度では、東西

4物件（計1,768戸）の採用推進を行い、今後、中部圏の適用拡大も含め、環境負荷低減技術として、積極

的に事業主に提案していきます。 

 
■ＣＡＳＢＥＥによる環境性能総合評価（環境負荷を総合評価する技術） 
「建築物総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）」はすで

に自治体の環境条例等で名古屋市、大阪市、横浜市で運用が開

始され、今後も多くの自治体で予定されています。 

建築物の環境品質・性能（Ｑ）
建築物の環境負荷（Ｌ）

＝建築物の環境性能効率（ＢＥＥ）

BEEによる建築物のサステナビリティランキング

2.267

31
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 当社は国土交通省支援の産官学共同プロジェクト「建築物の

総合的環境評価研究委員会」(Ｈ16 年度～Ｈ18 年度)に参画し、

建築系の小委員会（エネルギ－消費評価検討及び室内評価検討）

で活動中です。持続可能な社会の実現に向けて、今後、国・公

共団体における取組みと連携し、企業活動の中で本評価システ

ムを環境評価の中心と位置づけ、積極的に活用していきます。 

 

室内環境向上関連技術            
■室内空気質の向上（シックハウス問題に対応する技術） 

 

当社が供給するマンションにおいては、住宅性能表示制度に

おける５物質につき、厚生労働省の指針値を満足することを目

指し、事業主の了解を得て、室内空気質の測定を実施展開中。

空気質の測定値は、全て指針値を満足しています。 

ＴＶＯＣ低減を目的として、ＴＶＯＣの実測調査及び主要な

発生源と考えられるフローリング用接着剤から放散されるＶＯ

Ｃの測定による室内空気質への影響を継続検討しています。 
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長寿命化関連技術              
■「段差付きＰＲＣスラブ」の開発（将来のリフォームに備えた自由度の高い技術） 

８ｍ超のワイドスパンを想定した「段差付きＰ

ＲＣスラブ」の開発において、長期にわたる床の

ひび割れやたわみ性状を解明するため、約１年半

にわたって大型実大試験体を用いた長期載荷実験

を行った結果、ＰＲＣスラブはＲＣスラブに比べ、

ひび割れやたわみ性状などに優れ、段差の有無は

それらの性状に影響を及ぼさないことを確認しま

した。現在、スパンの拡大、将来のリフォームに

容易で自由度の高い技術として、採用推進してい

ます。 

 
 

■新型水道メーターユニット「サムレックス－ＭＵ」の開発（廃棄物削減に対応する技術） 

 東京都の新築集合住宅における「メーターユニット」の設置義

務化を受けて、メーカー既存品の改善を行い、当社に最適な「新

型水道メーターユニット」を共同開発しました。  

①工場でユニット化して、現場では取付けのみ。 

②ベース架台にＣ型チャンネル採用。軽量化、省スペース化。 

③既存品のダンボール梱包(480g)からポリエチレン包装(4g)とし

たことにより、現場廃材を大幅に削減。 

 
 

■リフォーム交換用サッシ｢リサッシ｣の開発（省エネ・リユースに対応する技術） 
既存のサッシ枠を残し、工場でガラスを予め組み入れた障子を

既存障子と交換する「リサッシ」を共同で商品化しました。  

①ペアガラス仕様とし断熱性能を向上。 

②サッシ業界で始めての広域認定制度（産業廃棄物広域再利用指

定制度）を活用の上、硝子購入から既存障子再処理までサッシ

業者が一括取扱い、産廃費用を不要としてコスト削減。 

③無振動、無騒音で工期も30分/1箇所と短時間。 

 
 

■排水立て管更新・更生工法「ＨＡＭ－Ｊ工法」の開発（省資源・延命化に対応する技術） 

 

 集合住宅の排水立て管リフォームにおいて、床に埋設された継手

部分を更生し、直管部分のみを更新する工法を共同開発しました。 
①コンクリート床を壊さずに工事ができ、大掛かりな機械・装置

を使わないため、工事の騒音振動を抑制。 
②コンクリート床をはさむ上下階の２住戸を１ユニットとして施

工、標準で半日程度の時間で工事が終了、通水でき、居住しな

がらの施工が可能。 
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環境コミュニケーション・社会貢献                       

 

環境関連掲載記事            
 

２００４年度における環境関連記事の掲載内容は以下の通りです。 
 

2004.04 高強度ｺﾝｸﾘｰﾄの爆裂抑制技術で証明取得（ＦＰＣ工法研究会） 日刊建設工業新聞 

2004.07 8ｍ超ワイドスパン対応 段差付きＰＲＣスラブ開発 日刊建設産業新聞他

2004.08 共用部排水管半日で改修 「ＨＡＭ－Ｊ工法」を共同開発 日刊建設工業新聞他

2004.10 非常用飲料水生成システム 開発から１年６件の採用 日刊建設通信新聞他

2004.11 既存枠残しサッシ交換 「サッシ交換障子（リサッシ）」を共同で商品化 日刊建設通信新聞他

2005.03 鉛レスの水道メーターユニット 「サムレックス－ＭＵ」を共同開発 日刊建設通信新聞他

 
コピー用紙使用量削減標語コンクール   
  
啓発活動の一環として全従業員を対象に、コピー用紙使用量削減標語コンクールを実施しました。

2004 年 7 月 20 日～8 月 10 日の応募期間中に、291 件の応募があり最優秀賞 1 件、優秀賞 2 件、佳

作 20 件が選出されました。 
最優秀賞及び優秀賞は以下の通りです。 

 
＜最優秀賞＞ 
 写します！あなたの心の無駄遣い 
＜優 秀 賞＞ 

無駄なコピー しない・させない・見逃さない！  
ちょっと待て！ほんまに要るか そのコピー 

 
 
 
 
 
 
 
スマトラ沖地震救援活動         
 
 

2004年末のスマトラ沖地震に伴う津波災害の復旧支

援を目的として、長谷工コーポレーションが開発した

非常用飲料水生成システム「WELL‐UP」3台および関連

設備・備品をスリランカ政府に寄付いたしました。 

 今回の寄付にあたっては、2005年 2月に当社および

関連会社の社員が被災地に渡航し、スリランカ水道

局・水資源庁の技術者に対して、機器の設置・使用方

法の指導およびメンテナンスなどの業務を行なってま

いりました。「WELL‐UP」は、現在も被害の一番大き

かったアンパーラの難民キャンプで活躍しております。
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環境会計                               
 当社は、環境保全活動を定量的に把握し効率的に推進していく為に 2004 年度より環境会計を導入

しました。 
 

基本的事項               

■集計範囲 
 株式会社 長谷工コーポレーションの活動 
 ①完成工事 155 作業所（新築：92、解体：63）②オフィス（東京芝本社ビル、大坂平野町ビル） 
■対象期間 
 2004 年 4 月 1 日～2005 年 3 月 31 日 
■集計方法 
 「環境会計ガイドライン 2005 年版」（環境省）、「建設業における環境会計ガイドライン 2002 年版」（建

設業 3 団体）を参考に、以下の項目について集計しました。 
（１）事業エリア内コスト 
 １）公害防止コスト  ：大気汚染、水質汚濁、騒音・振動防止対策等の費用を集計しました。 
 ２）地球環境保全コスト：温暖化防止、省エネ、オゾン層破壊防止対策等の費用を集計しました。 
 ３）資源循環コスト  ：廃棄物の分別・リサイクル、適正処理等の費用を集計しました。 
（２）上・下流コスト 
  環境配慮設計提案に要した人件費を集計しました。 
（３）管理活動コスト 
  環境保全管理活動費及び ISO14001 運用・維持費を集計しました。 
（４）研究開発コスト 
  環境保全に関連する研究・技術開発費を集計しました。 
（５）社会活動コスト 
  環境関連団体・地域への寄付、支援等の費用を集計しました。 
（６）環境損傷コスト 
  地域環境補修費及びマニフェスト伝票購入費（基金分）を集計しました。 
 

2004年度環境保全コスト         
 

費用額（百万円）
分 類 主な活動内容 2004 年度 

公害防止コスト 作業所での公害防止対策費 45 

地球環境保全コスト 
アイドリングストップ活動費、 
フロンガス適正処理費 

8 事業エリア内コスト 

資源循環コスト 
建設廃棄物の分別・リサイクル、 
適正処理費 

2,253 

上・下流コスト 環境配慮設計人件費 8 

管理活動コスト 

ISO14001 登録・審査・運用費 
ISO14001 活動人件費 
環境負荷監視測定費 
環境関連教育費 

211 

研究開発コスト 環境関連技術の研究・技術開発費 50 

社会活動コスト 環境関連団体・地域への寄付金 14 

環境損傷コスト 
近隣・道路補修費 
マニフェスト伝票購入費（基金分） 

84 

環境保全コスト総額 2,673 
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環境保全効果              
 

項 目 2003 年度 2004 年度 

建設廃棄物排出量 63.2 千ｔ 380.4 千ｔ 

建設廃棄物再生利用量（汚泥除く） 33.9 千ｔ 271.5 千ｔ 

建設廃棄物最終処分量 29.3 千ｔ 108.9 千ｔ 

事業エリア内での効果

（施工活動） 

CO2排出量 － 44.3 千ｔ-CO2 

電力使用量 8,688 千 KWh 8,850 千 KWh 

コピー用紙使用量 20,188 千枚 20,130 千枚 

CO2排出量 3,387ｔ-CO2 3,439ｔ-CO2 

事業エリア内での効果

（オフィス活動） 

一般廃棄物排出量 164.1ｔ 178.3ｔ 

電炉鋼材（鉄筋） 196 千ｔ 218 千ｔ 

高炉セメント生コン 334 千㎥ 339 千㎥ 

ダン襖 96 千枚 90 千枚 

再生利用タイル 682 千㎡ 673 千㎡ 

再生石膏ボード 4,736 千㎡ 5,770 千㎡ 

上・下流での効果 グリーン調達 

文房具グリーン購入率 45.4％ 56.0％ 
※ 2003 年度は、解体工事除く。 
※ 施工活動ＣＯ２排出量は、2004 年度より算出しています。 

 
■集計の結果 

 ・2004 年度に支出した環境保全コストの総額は、2,673 百万円でした。 
・環境保全コストの 86.3％が「事業エリア内コスト」で、そのうちの 98％を「資源循環コスト」

が占めました。 
・資源循環コストは 2003 年度（資源循環コストのみ算出）と比較して 729 百万円（47.9％）増加

しました。主な原因は、解体工事の大幅な増加（2004 年度より集計）です。 
・建設廃棄物排出量は、2003 年度と比較して 317.2 千ｔ（502％）増加しましたが、建設廃棄物再

生利用量（汚泥除く）は、2003 年度と比較して 237.6 千ｔ（701％）増加しました。 
 ・施工活動のＣＯ２排出量は、44.3 千ｔ-ＣＯ２でした。2003 年度のデータが無い為効果は不明で

す。今後は、施工量に左右されない原単位指標を設定して、効果を確認します。 
 ・オフィス活動によるコピー用紙使用量は、2003 年度と比較して 58 千枚（0.3％）削減しました。

今後も、コピー用紙使用量削減活動を推進していきます。 
 ・オフィス活動のＣＯ２排出量は、2003 年度と比較して 52ｔ-ＣＯ２（1.5％）増加しました。主な

原因は、電力使用量の増加です。ＣＯ２排出量削減の為に、更なる省エネルギー推進活動を実施

していきます。 
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